施行規則 別紙様式第22号（第220条第１号関係）【記載要領】


（日本工業規格Ａ４）



　　年　　月　　日


財務（支）局長　殿


登録番号
第　　　号

（郵便番号　　－　　）

住所
電話番号（　　）　　－

商号又は名称
eq \o(\s\up 0(氏　　　　　　　　　　名),\s\do 11(（法人等の場合は、代表者),\s\do 22(又は管理人の氏名)))
印

登録事項変更届出書
　下記の事項について変更しましたので、保険業法第290条第１項第１号の規定により届け出ます。

　なお、同法第289条第１項第１号から第５号まで、第７号、第８号（同項第６号に係る部分を除く。）、第９号（同項第６号に係る部分を除く。）又は第10号のいずれにも該当しておりません。

	変更年月日
	変更事項
	変更内容
	備考

	
	
	変更後
	変更前
	

	
	
	
	
	


（記載上の注意）

　登録申請書の第２面以降に係る変更届出書については、当該変更事項を修正した新たな頁を添付すること。

V －１－８　変更の届出


法第290条第1項に規定する変更の届出の取扱いは、下記のとおりとする。


(1)変更の届出は、V－1－1～5に準じて取り扱うものとする。


(2)住所又は事務所の所在地の呼称変更


住居表示に関する法律（昭和37年法律第119号）等に基づき、保険仲立人の住所又は事務所の所在地の呼称が変更された場合は、届出を省略して差し支えないものとする。


(3)法人である保険仲立人の組織変更


法人である保険仲立人が法律上の組織変更を行う場合は、規則別紙様式第22号により作成した登録事項変更届出書で届け出ることで差し支えないものとする。


(4)商号、名称又は氏名及び住所の変更の際は、個人の場合は住民票抄本又はこれに代わる書面、法人の場合は定款等又はこれに代わる書面を管轄財務局長等に提出するものとする。





V －１－９　変更届出書の記載要領等


規則別紙様式第22号に規定する変更届出書の記載要領等は、下記のとおりとする。


(1)「変更事項」は、変更に係る法第287条第1項各号に掲げる事項について記載する。


登録申請書記載事項に誤りがあった場合は、変更届出書を登録事項訂正届出書と改め、正誤を記載して届け出る。


(2)「変更内容」は、各々の変更事項について、変更前及び変更後の事項を記載する。


①住居表示に関する法律等法令により住所の呼称が変更となった保険仲立人がその後住所の変更又は事務所所在地を変更した場合の届出は、「変更前」の住所を登録申請書の住所又は事務所所在地とし、「変更後」の住所は変更後の住所又は事務所所在地とする。


②代表者又は管理人の変更（法人の場合）


ア． 新たな代表者又は管理人の生年月日、性別を「変更後」欄に付記する。


イ． 筆頭者の変更については、「変更事項」欄に「筆頭者」と記載する。


ウ． 筆頭者以外の変更については、「変更事項」欄に「筆頭者以外」と記載する。


この場合、変更後の内容に基づき代表者又は管理人別表（別紙様式第4号）を作成し、変更届出書に添付するものとする。


エ． 募集従事の有無の変更も届出の対象とする。


③他に業務を行っている場合でその業務の種類の変更は、変更を行った業務の種類のみを記載する。





V －１－11　保険募集に従事する役員又は使用人の届出の取扱い


法第302条に規定する役員又は使用人の届出の取扱いは、下記のとおりとする。(中略)


(2)役員又は使用人の氏名又は勤務する事務所が変更となった場合は、届出を要するものとする。





通常は「(支)」を削除し、○○財務局長　


例外；福岡財務支局長、沖縄総合事務局長








届出済みの代表電話番号を記載する。


番号変更の場合は「変更事項」にも記載する。





住所、照合又は名称の変更の場合は、変更後の住所、商号等を記載し、「変更事項」事項として届出る。





届出済みの代表電話番号を記載する。


番号変更の場合は、変更後の番号を記載し、「変更事項」事項として届出る。





「変更事項」「変更内容」の記載要領については、前ページ「V －１－９　変更届出書の記載要領等」を参照
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